
表１ 深層崩壊発生に関連性が高いと判定 
した地形要素と条件 

図２ 十津川流域における的中率比の比較 

表２ 地形要素に対する的中率比・カバー率 
および抽出される斜面の該当率 
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1. はじめに 

平成23 年台風12 号の豪雨によって、紀伊山地中央部で

は多数の深層崩壊が発生した。紀伊山地中央部では、深層

崩壊発生前の平成21年に十津川および北山川流域で航空レ

ーザ計測が実施されていた（図 1）。さらに、深層崩壊発生

後には十津川流域の上流および下流、北山川流域の上流で

航空レーザ計測が行われており、広域で深層崩壊発生前後

の詳細地形データの比較が可能となっている。 
桜井ら（2014）は、十津川上流域を対象に深層崩壊発生

前の詳細地形データを用いて、重力性変形による微地形量

および斜面勾配等の地形量を 0.25km2程度の面積を持つ単

位斜面ごとに算出して、深層崩壊発生・非発生斜面の特徴

を踏まえた危険斜面の絞り込み手法を提案している。ここ

では、その手法を十津川下流域に適用し、深層崩壊との関

係性がより高い地形要素で汎用的なものを抽出し、その特

徴を確認した。また、北山川上流域で確認された重力性変

形が進行した非崩壊斜面の検討事例を報告する。 
 

2. 十津川下流域における地形要素の適用性 

深層崩壊が多発した十津川上流域は、中生代の四万十帯

が広く分布するのに対し、下流域は新生代の四万十帯や熊

野層群、熊野酸性岩類などが複雑に分布する。そこで流域

特性の異なる十津川下流域において、「重力性変形の延長密

度」「固有値比」「斜面方位」「斜面勾配」「起伏量」の 5 つ

の地形要素に着目して的中率比等の値を算出し、深層崩壊

発生との関連性を確認した。「重力性変形の延長密度」以外

の地形量は 5mDEM を用いて算出したが、地形量は

Window Size（算出範囲）により値が異なることが知られ

ている（横山ら2012）。そのため、複数のWindow Size（最

小5m、最大1,000m）で算出し、深層崩壊地の内外の地形

量で最も頻度分布が異なるWindow Sizeを用いた。深層崩

壊発生に関連性が高いとした地形量は、表1の通りとした。 
地形要素ごとの的中率比等の比較結果を表 2 および図 2

に示す。重力性変形の延長密度および固有値比は、深層崩

壊が多発した十津川上流域で高い的中率比を示したが、深

層崩壊の比較的少ない十津川下流域でも同様に高い値を示

した。一方、斜面方位は十津川上流域では高い的中率比を

示したが十津川下流域では1.0と大きく低下した。斜面方位

は、流れ盤等の地質構造が関係して一部の地域で関連性が

高くなるものの、地質構造が異なる地域で関連性が低下す

るため、流域の違いで的中率比が大きく変化する傾向があ

ると考えられる。一方、斜面勾配や起伏量は、異なる流域

においても的中率比に大きな違いは見られず、広域におい

ても深層崩壊発生との関連性が高い地形量と考えられる。 
 

3. 深層崩壊発生に関連性が高い地形要素の頻度分布 

深層崩壊発生に関連性の高い 4 つの地形要素の頻度分布

を、豪雨前の詳細地形データで解析した結果から整理した。 
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図１ 航空レーザ計測取得範囲と検討対象範囲 

災害後航空レーザ計測範囲 

災害前航空レーザ計測範囲 

豪雨前地形を用いた検討範囲

十津川上流域 

十津川下流域 

北山川上流域 
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図４ 台風12号災害前後で確認された 
重力性変形の進行事例（1mDEM斜度図） 

図５ 重力性変形箇所の縦断形状 

図３ 深層崩壊発生前の航空レーザ計測データによる 
各地形要素の出現頻度 

地形要素ごとにみた単位斜面出現頻度を示すヒストグラム

（図3）を見ると、設定した閾値以上の条件に該当する斜面

は、全体の10％から20%であった。地形要素ごとの単位斜

面出現率は、対象とする地域ごとに異なる場合も考えられ、

他の地域では今回設定した閾値条件に該当する斜面の出現

頻度が変化することが考えられる。そのため、深層崩壊発

生と地形要素の関連性を検討する際には、その地域の地形

要素の出現傾向に応じて閾値を設定することも必要である。 
 
4. 豪雨による重力性変形の進行事例 

北山川流域の上流域においても、平成 21 年に航空レー

ザ計測が実施されており、平成23年台風12号前後の詳細

地形データが存在する。この詳細地形データから、深層崩

壊発生に関連性の高い重力性変形による小崖等を判読した

結果、前鬼川上流で豪雨により重力性変形が進行し、小崖

が多数形成された非崩壊斜面の事例が確認された（図4）。 
豪雨前においても斜面上部に重力性変形による段差地形

（小崖）や凹地が確認され、斜面の中腹から下部では崩壊

跡地形が確認される。これに対し、豪雨後では斜面上部の

段差地形や凹地が拡大し、周辺に円弧状のクラック地形が

発達している。なかでも、凹地下部のサギングと想定され

る線状地形が多数形成され、斜面が前方に変位しているこ

とが確認された。 
重力性変形が確認された斜面の地形縦断変化を図 5 に示

す。斜面上部では凹地が 4m 程度沈下する一方、斜面中腹

では前方に 3m 程度隆起する傾向が認められた。なかでも

中腹での変化は、線状地形に沿って前方変位と沈下が概ね

均等に分布するような前傾変位（トップリング）と見られ

る兆候が確認され、高角の縦亀裂構造のトップリングによ

る地表面に発生したサギングが明瞭となった可能性がある。

なお、当該斜面は衛星写真等から確認した結果、平成23年

台風12号の直後に大きく変位したことを確認している。 
ここで、豪雨前の詳細地形データを用いて深層崩壊発生

に関連性が高い地形要素を算出し、十津川流域で検討した

深層崩壊発生に関係性の高い地形要素の該当状況を確認す

ると、重力性変形の延長密度と固有値比が当該斜面に該当

していたことが確認された。 
 
5. おわりに 

深層崩壊発生に関連性の高い地形要素のうち、重力性変

形による地形要素は、異なる流域においても高い関連性が

あることがわかった。また、豪雨により重力性変形が進行

する場合もあり、変形前の地形では重力性変形に関連する

地形要素が該当している箇所であった。今後、このような

深層崩壊発生に関連性が高い地形要素に該当する斜面につ

いて、地質水文調査などを行い、斜面の深層崩壊発生危険

性を確認、検証してくことが重要な課題と考えられる。 
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